
事 務 連 絡

平 成 29年 10月 24日

各 位

内 閣 府 地 方 創 生 推 進 事 務 局

（ 提 案 募 集 担 当 ）

国 家 戦 略 特 別 区 域 等 に お け る 新 た な 措 置 に 係 る 規 制 改 革

事 項 の 集 中 提 案 募 集 の 実 施 に つ い て （ ご 案 内 ）

日 頃 よ り 地 方 創 生 の 推 進 に ご 理 解 い た だ き 感 謝 申 し 上 げ ま す 。

さて、産業競争力の強化と国際ビジネス拠点の整備を目的とする「国家戦略

特区」制度につきましては、国家戦略特別区域法（平成25年法律第107号）第

５条第７項及び国家戦略特別区域基本方針（平成26年２月25日閣議決定）第六

に基づき、随時地方自治体や民間事業者から幅広く提案を受け付けているとこ

ろですが、他方、規制改革の実現を加速するため、締切を設け集中的に規制改

革事項を受け付ける、いわゆる「集中受付期間」を設けております。

この度、下記の期間を「集中受付期間」として、規制改革事項の提案募集を

行いますのでご案内申し上げるとともに、積極的にご提案をしていただければ

幸いです。

なお、国家戦略特区と構造改革特区との一体的な運用を図る観点から、同法

第38条第１項の規定を踏まえ、本提案募集については、構造改革特区もあわせ

た提案募集としていることを申し添えます。

また、本件につきまして貴団体の会員の皆様等へ幅広くご案内していただけ

れば幸いです。

記

集 中 受 付 期 間 平 成 29年 10月 2 4日 （ 月 ） ～ 12月 ４ 日 （ 火 ） 17時 迄

提 案 主 体 地 方 公 共 団 体 や 民 間 事 業 者 、 個 人 か ら の 提 案 も 可

能 で す 。 ま た 、 単 独 で の 提 案 や 複 数 （ 共 同 ） で の 提

案 も 可 能 で す 。

詳 細 に つ き ま し て は 、 以 下 の ホ ー ム ペ ー ジ を ご 覧 く だ さ い 。

h t t p : / / w w w . k a n t e i . g o . j p / j p / s i n g i / t i i k i / k o k u s e n t o c / t e i a n . h t m l

【 問 い 合 わ せ 先 】

内 閣 府 地 方 創 生 推 進 事 務 局

担 当 ： 横 田 、 萓 場 、 増 田 、 西

（ TE L： 03 - 5 5 1 0 - 2 4 6 6）


